
京都市における
人口・住宅の動向について

資料１

令和２年８月４日 京都市住宅審議会
第１回 都市の魅力・活力につながる住宅政策 検討部会



１

【参考】京都市の人口の推移と推計（S40～R27）

3人に1人が高齢者に

生産年齢人口のピーク
（昭和46～49年生まれ）

年少人口のピーク
（昭和46～49年生まれ）

資料）総務省「国勢調査（平成27年まで）」，
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）」（令和2年以降）

H27→R22 △13万人

本市の人口は，平成27年まで147万人前後でほぼ横ばいだが，以降は減少に転じ，
令和22年までには約13万人減少すると推計されている。

実績値 将来推計値

※ 令和２年７月８日 京都市都市計画審議会 第１回都市計画マスタープラン部会 資料２－１から抜粋



※ 令和２年７月８日 京都市都市計画審議会 第１回都市計画マスタープラン部会 資料２－１から抜粋 ２

【参考】京都市の人口推移と推計（人口ピラミッドH2～R27）

資料）総務省「国勢調査（平成2年，平成27年）」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）」（令和7年，令和22年，令和27年）

令和7年には，3人に1人が高齢者となる見込み。令和22年には，生産年齢人口が平成27
年比マイナス18%となる見込み。

平成2年 平成27年 令和7年 令和22年 令和27年



【参考】社会動態（東京都，近隣市町への転出超過）

【本市と他都市との転入・転出の状況（令和元年）】
本市全体では転入超過。東京都，大阪府，府南部，滋賀県に対しては転出超過
ただし，国外からの転入・転出を除くと，転出が超過

京都市
東京圏

滋賀県大阪府
京都府
南部

-1,838人

9,053人

7,215人

4,506人

3,709人

-797人

5,588人

5,022人

-566人

9,438人

7,398人

-2,040人

国外（＋4,695人）
府北部（＋641人）
中国地方（＋552人）
九州地方（＋522人）
四国地方（＋467人）
中部地方（＋362人）

など

＋3,567人

資料）京都市「住民基本台帳（令和元年）」 ※平成３０年１０月～令和元年９月末の年計。転出元不詳を除く。

-1,128人※

※国外からの
転入・転出を
除いた数字

※ 令和２年７月８日 京都市都市計画審議会 第１回都市計画マスタープラン部会 資料２－１から抜粋 ３



【参考】社会動態（就職，結婚・子育て世代の転出超過）

２０歳代
就職時などに，東京都，大阪府へ転出超過
３０歳代
子育て，住宅購入時などに，
大阪府，滋賀県，京都府南部へ転出超過

資料）京都市「住民基本台帳（令和元年）」 ※平成３０年１０月～令和元年９月末の年計
※ 令和２年７月８日 京都市都市計画審議会 第１回都市計画マスタープラン部会 資料２－１から抜粋

４



【参考】行政区別の社会動態の推移（H24→R1）

市内中心部では生産年齢人口が転入超過
周辺部では転出超過

※ 令和２年７月８日 京都市都市計画審議会 第１回都市計画マスタープラン部会 資料２－１から抜粋 ５

行政区別の人口の増減

市内中心部では人口が増加。 周辺部では減少。

H22→H27 H24→R1

生産年齢人口の増減



【参考】京都市と周辺市の地価の比較（H30年国土交通省地価公示）

６

京都市と周辺市の地価公示の比較
（Ｈ２５年とＨ３０年の地価公示の増減比較）

京都市と周辺市の地価公示の比較
（Ｈ３０年の地価公示額）



※図は近畿大都市圏に属する「周辺市町村」について，各政令市への１５歳以上通勤・通学者数割合を示したもの。

京都市

大阪市堺市

神戸市

【参考】周辺市町村から４政令市への通勤・通学者数割合（H27）

※ 令和２年７月８日 京都市都市計画審議会 第１回都市計画マスタープラン部会 資料２－１から抜粋
７



８

【参考】住宅の種類別に見た世帯数の推移（平成17－２7年）
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631,780

696,570
673,663

（世帯）

〇 平成１７年から２７年の１０年間で
・ 持 ち 家 → 約３０，０００世帯 の増加
・ 民営借家 → 約４０，０００世帯 の増加
・ 全 体 → 約６５，０００世帯 の増加

住宅の種類別に見た住宅に住む一般世帯数の推移



【参考】持ち家・賃貸に居住する世帯の割合（H27年国勢調査結果）

９
総務省 国勢調査（平成２７年）
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１０

【参考】京都市における住宅の新築着工数について

3,861
4,321

3,481 3,619 3,475 3,359 3,301

（戸）

（戸）

6,234

8,103

6,441 6,107 5,823 5,698 5,739

国土交通省 住宅着工統計（各年度）

3,618

5,465



【参考】京都市における新築戸建住宅の動向について

凡例【延べ床面積別】

３０㎡未満
３０～５０㎡
５０～７０㎡
７０～１００㎡

１００～１３０㎡
１３０～１５０㎡
１５０㎡以上

平成２６年度

凡例【延べ床面積別】

３０㎡未満
３０～５０㎡
５０～７０㎡
７０～１００㎡

１００～１３０㎡
１３０～１５０㎡
１５０㎡以上

戸建住宅として建築確認申請されたもの

平成２９年度

１１



１２

【参考】京都市における新築共同住宅の動向について

京都市中高層建築物等の建築物等に係る住環境の保全及び形成に関する条例に基づく特定共同住宅（３階以上かつ１５戸以上）の届出状況

平成２６年度 平成３０年度



１３

【参考】京都市における分譲マンションの供給戸数の推移

京都市調べ（各年）
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供給戸数

累積供給戸数

現行の耐震基準
の導入
昭56.6～

新景観政策
の施行
平19.9～

令和元年度時点で，
竣工後30年以上を
経過する分譲マンション

全体の約４割



９

【参考】京都市における分譲マンションの供給状況

築３０年以上経過する分譲マンション（平成２年以前に建設） 築３０年未満の分譲マンション（平成３年以降に建設）

１４
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１５

【参考】京都市における中古住宅の流通動向

（戸）

公益社団法人近畿圏不動産流通機構
近畿レインズから集計（各年度）

中古住宅の流通の動向

2,554 2,511

2,708
2,820

2,9392,895
2,992



１６

【参考】京都市における空き家数及び空き家率の推移
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その他の住宅 空き家率

（戸）

総務省 住宅・土地統計調査（各年）

二次的住宅
週末や休暇の際に避暑や避寒，保養などを目的として使われる別荘や，残業などで遅くなったと
きに寝泊まりする家のように，普段は人が住んでいない住宅のこと。
その他の住宅
賃貸用の住宅，売却用の住宅，二次的住宅以外の人が住んでいない住宅のこと
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１７

【参考】京都市における空き家数及び空き家率の推移

（戸）

総務省 住宅・土地統計調査（各年）
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１８

【参考】住宅総数に占める木造比率の政令市比較

総務省 住宅・土地統計調査（平成30年）
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１９

【参考】京町家の分布状況（Ｈ20・21年度）及び追跡調査（Ｈ28年度）

「平成28年度 京町家基礎調査に係る追跡調査」京都市景観・まちづくりセンター，立命館大学
「平成20・21年度京町家まちづくり調査」


